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（内閣府・文部科学省・厚生労働省）
　
令和2年6月17日、内閣府・文部科学省・厚生労働省は標記連名通知を発出しました。
新型コロナウイルス感染症により、臨時休園や保育の提供の縮小等を行っている保育所等は、公定価格の支給を通常通り受けていることから、この間に休ませた保育士等職員についても平常時と同水準の人件費支出とすることが求められています。

本会では、この間、協議員、都道府県・指定都市保育協議会会長宛に「保育所等における保育の提供の縮小等の実施に当たっての職員の賃金及び年次有給休暇等の適正な運営に向けた関係法令の遵守の徹底について（依頼）」（令和2年6月8日付け、全社児福発第78号）を発出しました。
また、前号の本ニュース（№20-12、令和2年6月3日号）や会報「ぜんほきょう」に同封している「制度動向トピックス」6月号において、公定価格が全額支給されていることから、給与の支給について減額することのないよう繰り返しお伝えしているところです。

今回の通知では、『公定価格等が保育所等において適正に使われているかについては、子どものための教育・保育給付に関する事務の一部を構成するもの』であることから、人件費について適切に支出されているか、今後、指導監査において確認がなされることも示されています。

つきましては、今一度、保育所・認定こども園等において、保育士等職員に対してこれまで通りの給与の支払いを行うことが必要であるという公定価格等の取扱いについて改めてご確認をお願いいたします。

	
新型コロナウイルス感染症により保育所等が臨時休園等を行う場合の
公定価格等の取扱いについて

Ｑ1-1
人件費の支出について、公定価格等が通常どおりに算定されていることを踏まえて適切に対応すべきとされていますが、具体的にどのような対応が求められるのでしょうか。
（答）
○　新型コロナウイルス感染症による臨時休園等により登園児童が減少している場合等であっても、保育所等における教育・保育の提供体制の維持のための特例的な取扱いとして、公定価格等の減額を行わずに通常どおりに算定し、施設等の収入を保証することとしています。

○　新型コロナウイルス感染症により休ませた職員の賃金については、労働基準法では平均賃金の6割以上を休業手当として支払わなければならないこととされていますが、仮に保育所等において平均賃金の6割に相当する休業手当のみを支払うこととした場合、通常時の人件費との差額が発生することとなります。
この差額が、各種積立金や当期末支払資金残高といった人件費以外の経費に充てられることは、新型コロナウイルス感染症がある中でも教育・保育の提供体制を維持するという今般の特例の趣旨にそぐわないことから、休ませた職員についても通常どおりの賃金や賞与等を支払うなどの対応により、公定価格等に基づく人件費支出について通常時と同水準を維持することが求められます。

Ｑ1-2
公定価格等に基づく人件費支出について通常時と同水準とすべきとされていますが、公定価格等以外の収入もあり、人件費総額のうち公定価格等が充てられている部分の区別がつかない場合はどのように考えれば良いでしょうか。
（答）
○　そのような場合、まずは施設全体の人件費支出が通常時と同水準であることを基本としつつ、公定価格等以外の減収による資金の不足があり、やむを得ず人件費支出を減額とする場合は、Ｑ3も踏まえつつ、収入の不足額を勘案して必要最小限度の減額幅とすることが求められます。

Ｑ2
全ての職員について、通常どおりに賃金を支払う必要があるのでしょうか。
（答）
○　今般の公定価格等の特例の趣旨を踏まえれば、原則として、休ませた職員も含め、全ての職員に通常どおりの賃金や賞与等を支払うことが望ましいと考えます。

○　一方で、勤務の状況が職員ごとに異なることも考えられ、このような場合には、公定価格等による人件費支出の水準を維持することを前提として、実際に勤務した職員の手当等を増額し、自宅待機の職員の手当等を減額するなど、勤務状況に応じて賃金に傾斜を付ける取扱いとすることは、差し支えありません。
ただし、常勤・非常勤や正規・非正規といった雇用形態の違いのみを理由として異なる取扱いを行うことは適切ではないと考えます。

○　なお、手当等の減額を検討する前に、まず、人件費等積立金等の活用可能な資金を活用して、通常の賃金の支払を確保することについて、ご検討ください。

Ｑ3
公定価格等以外の収入（地域子ども・子育て支援事業、地方単独事業、特定保育料）において減収がある場合でも、通常どおりに賃金を支払う必要があるのでしょうか。
（答）
○　今般、教育・保育の提供体制を維持するために、特例として公定価格等を通常どおり算定していることを踏まえ、公定価格等に基づく人件費支出について通常時と同水準の支出を求めるものです。

○　今回の新型コロナウイルス感染症への対応の結果として、公定価格等以外の収入（地域子ども・子育て支援事業、地方単独事業、特定保育料）において減収がある場合であっても、地域子ども・子育て支援事業等の職員に係る雇用調整助成金等の活用などを通じて、できる限り、通常どおりの賃金を支払うことが望ましいと考えます。

○　これらを活用できない場合など、なお減収による不足分がある場合には、不足額を勘案して必要最小限の減額とすることが求められるとともに、公定価格等に基づく人件費支出については通常時と同水準の支出が維持されていることなど、減額幅の考え方について監査等の際に説明できることが求められます。

Ｑ4
本通知で示された考え方については、いつから適用すればいいのでしょうか。
（答）
○　本通知は本年2月から実施している公定価格等の特例の取扱いを明確化したものです。このため、本通知およびＱ1からＱ3までにおいてお示しした取扱いについても、当該時期に遡り適用することとなります。
なお、会計年度が終了している令和元年度に賃金や賞与等の減額を行っていた場合には、当該減額分について一時金等により支払うことになると考えます。

Ｑ5
公立保育所等に勤務する職員の賃金等についての取扱いはどうか。
（答）
○　公立・私立にかかわらず、地域の教育・保育の提供体制の確保を維持する観点から、公立保育所等に勤務する職員の賃金等についても、本取扱いを踏まえ、地方公共団体において適切にご判断いただきたいと考えます。




内容の詳細は、別添の資料と、下記ホームページの「67」をご確認ください。

■厚生労働省トップページ > 政策について > 分野別の政策一覧 > 子ども・子育て > 子ども・子育て支援 > 保育関係 > 保育所等における新型コロナウイルス対応関連情報
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09762.html
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